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Ⅰ 総則 

１ 目的 

新潟市巻斎場については、令和３年度に作成した「新潟市巻斎場に関する基本構

想」（以下、「基本構想」という。） をもとに、整備方針を庁内で検討した結果、現在の敷

地内に斎場を建て替えと、火葬炉の３炉設置を従来方式（個別業務／工事毎に分離し、仕様発

注）で進めることとした。 

火葬炉について、構造や性能、環境対策や省力化等の技術力を備えた優れた整備を行

う事業者の選定が必要である。 

この要領は、基本構想に示す内容に加え、市の意向を十分に理解したうえで、優れた

技術水準及び実績を持つ火葬炉整備を行う予定の者（ 以下、「整備予定者」という。） を

公募型プロポーザル方式により選定するため、その手続等について、必要な事項を定め

ることを目的とする。 

 

２ 事業概要 

(1) 事業名称  

新潟市巻斎場火葬炉整備事業 

(2) 事業場所  

新潟市西蒲区和納地内 

(3) 対象施設の概要 

本件施設の概要は下表のとおりであり、別途に設計・施工事業者を公募し、従来方式

で整備することを想定している。現時点での想定であるため、実施時点までに変更と

なる場合がある。 

新斎場施設の概要（「新潟市巻斎場に関する基本構想」より） 

項 目 内   容 

敷地面積 約 5,500 ㎡  

火葬炉 ３基 

主な施設機能 待合スペース、告別スペース、収骨スペース 等 

延床面積 約 1,200 ㎡（予定） 

主なスケジュール 

（見込み） 

令和５年度 火葬炉業者選定、基本計画・基本設計 

令和６年度 実施設計 

令和７年度～令和８年度 建設工事 

令和９年度 供用開始、旧斎場解体工事 

(4) 事業の内容 

別紙「新潟市巻斎場火葬炉整備事業要求水準書（以下、「要求水準書」とい

う。）」及び「新潟市巻斎場に関する基本構想」等による。 

新斎場施設の供用開始までは、現在の斎場の通常運営を継続する。 

(5) 履行期間（予定） 

ア 設計等業務協力期間  契約締結の日～令和７年３月３１日まで 

イ 工事期間         令和７年４月１日～令和９年３月１９日まで 
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※令和９年度の供用開始を計画しているため、それまでに実稼働できる状態にすること。 

(6) 見積上限額 

火葬炉整備工事 

198,000 千円（消費税及び地方消費税を含む） とする。 

※ 提出を受けた見積金額を参考に決定するが、見積上限額を超えた技術提案書は原則、 

受付しない。ただし、要求水準書に記載する「第３ 火葬炉設備の長期修繕計画の経

費等の保証について」は含まない。 

 

３ 選定方式 

公募型プロポーザルとする。 

 

４ 参加形態 

参加の申込をする者（以下、「参加者」という。） は、単独であること。 

なお、参加者の責任において、外部に協力者等（参加者から直接業務の一部を受託又

は請負うことを予定している者をいう。）を置くことができるものとする。 

 

５ 参加資格 

参加要件の基準日は、参加表明書（様式１）の提出期限とし、参加資格を有する者は、

基準日において、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

(1) 新潟市建設工事入札参加資格者名簿に登載されている者。ただし登載者以外の者であっ

ても、参加意思表明書の提出までに、新潟市財務部契約課にて入札参加資格審査申請に

必要な手続をし、市の審査を受けることを条件に、プロポーザルへの参加を認めることとする。 

この場合、審査の結果によって、市が参加を取り消すことができるものとする。 

(2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定する入札参加の資格制限

に該当しない者であること。 

(3) 次のいずれにも該当しない者であること。 

① 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第1項の規定による再生手続き開始の

申立てをした者又は同条第2項の規定に基づく再生手続き開始の申立てをされた者 

② 会社更生法（平成14年法律第154条）第17条第1項の規定による更生手続き開始の申

立てをした者又は同条第2項の規定に基づく更生手続き開始の申立てをされた者 

(4) 本要領の公表日から契約締結日までのいずれの日においても、新潟市の規定に基づく指

名停止の措置を受けていないこと。 

(5) 法人税、所得税、消費税、地方消費税及び市税を滞納していないこと。 

(6) 建設業法（昭和24年法律第100号）に規定する機械器具設置工事に係る特定建設業の許

可を有すること。 

(7) 建設業法第28条の規定に基づく営業停止処分期間中でないこと。 

(8) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号

に規定する暴力団及び同上第6号に規定する暴力団員でないこと。 

(9) 平成25年度以降（実施要領公表日まで）に完了した、火葬炉設備整備事業に係る業務の

うち、元請けとしての受注実績があること。 
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(10) 参加者との間に、３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係がある、建設業法第26

条に規定する技術者（以下、「配置技術者」という。） を配置できる者であること。 

(11) 市との連絡を電子メールで行うことができること。 

(12) 市との協議を日本語で行えること。 

 

６ 全体スケジュール（予定） 

 

Ⅱ 提出書類 

１ 参加表明書 

本プロポーザルへの参加を希望する者は、次に掲げる書類を作成し、原本１部を提出す

ること。 

(1) 参加表明書（様式１） 

(2) 会社概要（様式２） 

(3) 施工実績調書（様式３） 

(4) 様式３記載の施工実績を確認できる書類の写し（契約書、工事内容を確認できる仕様書

等の書類及び竣工したことを確認できる書類（コリンズ竣工登録等）） 

(5) 機械器具設置工事に係る建設業許可証の写し 

(6) 企業の登記事項証明書、決算報告書（財務諸表等） 及び経営事項審査の総合評定

値通知書の写し 

(7) 配置技術者業務従事調書（様式４） 

(8) 配置技術者が監理技術者の場合、機械器具設置工事に係る監理技術者資格者証及び

監理技術者講習会修了証の写し 

(9) 配置技術者が主任技術者の場合、主任技術者の資格要件を満たしていることを確認

できる書類 

(10) 配置技術者の雇用関係を示す書類（健康保険証（ 社会保険に限る。）、雇用保険

の加入を証する書類、源泉徴収票のうちいずれか） 

(11) 暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書及び名簿（様式５） 

 

２ 技術提案書 

Ａ４判縦ファイルに左綴じし、提出すること。図面等は内容に適した縮尺とする

内   容 日 程 等 

(1) 公告 令和５年４月２８日（金） 

(2) 質問書の提出締切 令和５年５月１７日（水） 

(3) 質問に対する回答 令和５年５月２３日（火） 

(4) 参加意思表明書の提出締切 令和５年５月２６日（金） 

(5) 参加資格審査結果通知 令和５年５月３０日（火） 

(6) 技術提案書の提出締切 令和５年６月１４日（水） 

(7) プレゼンテーション及びヒアリング審査 令和５年６月下旬 

(8) 選定結果の通知 令和５年６月下旬 
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が、Ａ３判とし、折り込むこと。指定様式があるものはそれを使用し、その他は任意の

様式とする。 

提出書類の文字は、図表中の記載を除き、横書き、10.5ポイント以上を基本とするこ

と。各ページ右下余白に一括通し番号のページ番号（ ゴシック体10.5ポイント程度） を

入れ、片面印刷とし、項目ごとにインデックスをつけること。指定様式にページ数の指

定がある場合は、そのページ数以内とする。 

提出部数は、正本１部、副本８部、電子媒体一式（ DVD-R等） １枚とする。 

正本には、事業名称、参加者名を記載すること。副本には、会社名及び会社名が特定

される記号等を記載してはならず、各ページの右上余白に、参加意思表明書の提出後に

市が通知する整理記号（ゴシック体14ポイント程度） を記載すること。 

(1) 技術提案書等提出書（様式６）（正本にのみ添付） 

(2) 設備概要説明書（任意様式） 

①  燃焼システムの考え方 

② 各設備概要説明書 

ア 主燃焼炉 

構造、設備性能、燃料消費量及び火葬時間等 

イ 再燃焼炉 

構造、設備性能、燃料消費量、火葬時間、排ガス処理及び滞留時間等 

ウ 燃焼装置 

各バーナの構造とその炎の形状、操作の容易性等 

エ 排気系統 

排ガス冷却設備の構造及びシステム等、集じん設備の構造、保守点検の容易性

等、排気設備の容量と耐久性等、排気筒の構造（騒音対策、降雨、降雪、大気拡

散の配慮）等 

オ  炉内台車 

無臭化対策、修繕の容易性等 

カ  炉内台車運搬車及び柩運搬車 

構造及び美観性、会葬者等への配慮、運搬に係る人員、会葬者に対する安全性等 

キ その他 

③  運転プロセスフローチャート（火葬１行程と必要に応じてその前後） 

④  火葬炉の運転等に係る説明書 

ア  火葬作業の自動化及び操作性について 

（火葬炉操作等で必要となる人員について記載すること） 

イ  炉内温度制御、炉内圧制御、排ガス温度制御等について 

(3) 火葬炉設備燃焼計算書（任意様式） 

別記２「火葬炉燃焼計算基本要件」の数値を用いること。 

(4) 火葬炉設備設計計算書（任意様式） 

再燃炉の容積計算、再燃炉の排ガス滞留時間、各設備の余裕率等について 

(5) 設計仕様書（任意様式） 

形式、容量、数量、構造、材質、付帯設備、操作条件等について 
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（主要設備の床面に係る荷重を記載すること。） 

(6) 図面（任意様式）（建物形状は自由提案） 

①  各階火葬炉設備・機器配置図 

②  火葬炉設備立面図、断面図 

③  築炉構造図 

④  排気筒組立図、断面図 

⑤  主要設備・機器図 

⑥  炉内台車 

⑦  バーナ（主燃焼及び再燃焼） 

⑧  排ガス処理設備、排気設備 

⑨  残骨･飛灰処理設備 

⑩  柩運搬車、炉内台車運搬車 

⑪  その他(設備の説明に不可欠な図面等) 

(7) 電気計装に関する図書（任意様式） 

①  電気負荷設備一覧表 

②  運転時の電気負荷計算書 

③  電気設備・計装制御機器 一覧表 

(種類、仕様、全数量、使用箇所を明示すること。) 

④  主な電気設備・計装設備機器仕様書 

⑤  全体制御システム図（凡例を記載すること： 記号、名称を明示すること。） 

(8) 排ガス等調書（様式７） 

本施設の目標値と類似施設の実測値を記載すること。 

(9) 工事工程表（任意様式） 

(10) 予備品・消耗品に関する図書（任意様式） 

(11) 計画提案書 

①  火葬炉設備の基本的な考え方、型式・特徴など（様式８－１） 

②  環境への配慮に関すること（様式８－２） 

③  設計・施工等業務協力、工事に関すること（様式８－３） 

④  安全対策・緊急停止時の対策（様式８－４） 

⑤  運営に関すること（様式８－５） 

⑥  維持管理費に関すること（様式８－６） 

※ 様式内の内容を確認し、記載すること。 

(12) 燃料・電気使用量計算書（任意様式） 

計算値と燃料のみ類似施設による実績値を記載すること。 

(13) 長期修繕計画書（様式９）（税抜金額とする） 

供用開始後２５年間に必要な長期修繕計画について提案すること（予期しない故障や

事故等の復旧に係る費用を除く。）。 

なお、この項目のうち、少なくとも１５年間の全体額については、保証事項とする。

（要求水準書「第３ 火葬炉設備の長期修繕計画の経費等の保証について」を参照する 

こと。） 
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※ 保証事項とするため、金額については十分に検討のうえ、提案すること。 

(14) 整備工事  項目別見積書（任意様式）（税抜金額とする） 

 

３ 書類の提出先等 

(1) 提出先 

新潟市保健衛生部保健衛生総務課（「Ⅶ 提出先及びお問い合わせ先」のとおり） 

(2) 提出期限  

①  参加表明書   令和５年５月２６日（金）  午後３時まで（必着）  

②  技術提案書   令和５年６月１４日（水）  午後３時まで（必着）  

(3) 提出方法  

・直接持参又は郵送とし、封筒には「公募型プロポーザル資料在中」と朱書きすること。 

・直接持参の場合は、平日の午前８時３０分から午後５時１５分までとする。ただ

し、最終日を除く。 

・郵送の場合は、書留郵便とすること。 

(4) 提出書類の受領 

・受領する際には、提出書類について、書類等の不備等を確認する。 

・要求した内容以外は受領しない。 

(5) 参加表明書の提出後の辞退 

・参加表明書の提出後、やむを得ず辞退する場合は、参加辞退届（様式１１） により、必

ず書面で届け出ること。その場合は、上記(1)の提出先に令和５年６月７日（水）午後３時

までに必着とし、原本１部を直接持参又は郵送すること。 

 

Ⅲ 質問及び回答 

１ 質問 

(1) 提出先  

新潟市保健衛生部保健衛生総務課（「Ⅶ 提出先及びお問い合わせ先」のとおり） 

(2) 提出締切  

令和５年５月１７日（水）  午後５時まで  

(3) 提出方法  

質問書（様式１０）に質問内容を記載のうえ、電子メールにより提出すること。 

メールのタイトルを「プロポーザル質問」とすること。 

(4) 留意事項  

面談又は電話での質問は一切受け付けない。 

 

２ 回答 

(1) 質問に対する回答日時 

・質問の都度、回答する。 

・最終回答は、令和５年５月２３日（火）とする。 

(2) 質問に対する回答方法 

質問者を伏せて市のホームページに掲載する。 
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Ⅳ 審査方法 

１ 審査概要 

(1) 学識経験者及び市職員で構成する選定委員会が、別記１ の審査項目に基づき、提出書

類、プレゼンテーションの内容及びヒアリングによる総合的な審査を行い、整備予定者

として最優秀提案者及び次点者を選定する。原則、非公開とする。 

  選定委員会委員は次のとおりである。 

所 属 ・ 役 職 等 氏 名 

国立大学法人 新潟大学 自然科学系・工学部 教授 清水 忠明 

一般財団法人 日本環境衛生センター 
アジア大気汚染研究センター 企画研修部長 

山下 研 

新潟市建築部 建築保全課長 諸橋 真樹 

新潟市西蒲区役所 区民生活課長 小林 基 

新潟市保健衛生部 保健所環境衛生課長 小林 由加子 

新潟市保健衛生部 保健衛生総務課長 真田 裕子 

(2) 申込数に関わらず、選定委員会の採点の合計が満点の６割に満たない場合は、最優

秀を決定しない場合がある。 

(3) 審査結果は全ての参加者に対し、書面により通知する。 

(4) 本プロポーザルの審査における経緯及び結果についての質疑、異議申し立ては一切

受け付けない。 

 

２ 審査の実施手順 

(1) 参加資格審査 

参加表明書を提出した者について、参加資格要件を満たしているかを審査するもので

ある。 

① 通知日 

  令和５年５月３０日（火） 

②  内 容  

全ての参加者に対して、審査結果を通知する。 

(2) プレゼンテーション及びヒアリング審査 

提出書類の確認及び説明の場として、プレゼンテーション及びヒアリングを実施す

る。 

① 実施日時等 

令和５年６月下旬頃 

会場については、新潟市総合保健医療センター（新潟市中央区紫竹山3-3-11）と

し、詳細は別途通知する。 

② 出席者 

３名以内とする。 

③  内 容  

・技術提案書等に基づく概略説明（プレゼンテーション） 及び選定委員による質疑応

答（ヒアリング） による審査とする。詳細は、別途通知する。 
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・プレゼンテーションは、技術提案書等を使った説明とする。 

・審査当日の追加資料の提出や追加提案、模型の持ち込みは認めない。 

・市が用意するスクリーン、プロジェクターの使用は可能とするが、パソコンについ

ては参加者において準備すること。なおスクリーン、プロジェクターの使用希望が

ある場合は、事前に提出先にメールで連絡すること。 

    （プロジェクター接続端子：HDMI、D-SUB、S-Video等） 

 

Ⅴ 審査後の手続き及び火葬炉整備工事の契約に関する事項 

１ 整備予定者の選定 

(1) 整備予定者としての交渉権については、最優秀提案者に第１位交渉権を、次点者に

第２位交渉権を与える。 

(2) 契約締結交渉は、第１位交渉権を与えられた者と予算の範囲内で契約締結交渉を行

う。 

(3) 第１位交渉権を与えられた者が契約締結を辞退した場合は、第２位交渉権を与えら

れた者と契約締結交渉を行う。 

(4) 契約締結の辞退については、やむを得ない事情による場合にのみ認めることとする。 

(5) 契約手続は、新潟市財務規則（昭和39年4月1日規則第12号）の定めによる。 

 

２ 契約保証金 

・本契約が締結されたとき、契約金額の 100 分の 10 以上の額の契約保証金を納付する

ものとする。ただし、契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供又は金融機

関若しくは保証事業会社の保証に付したときは、契約保証金に代わる担保の提供とし

て行われたものとする。また、公共工事履行保証証券による保証を付し又は履行保証

保険契約の締結を行ったときは、契約保証金の納付を免除する。 

 

３ その他 

・火葬炉整備事業者として選定された場合、市が別途公募予定の設計・施工事業の募

集、選定に係る業務へ協力すること。 

・設計・施工事業に選定された者と連携を図ること。 

・火葬炉設備の長期修繕計画の経費等の保証期間は施設供用開始から１５年間とし、当

該保証の範囲、内容等については、別紙「新潟市巻斎場火葬炉整備事業要求水準書」

のとおりとする。 

 

Ⅵ 留意事項 

(1) 本プロポーザルの参加に係る一切の経費は、参加者の負担とする。 

(2) 提出された書類は返却しない。 

(3) 同一の者が複数の提案を行うことはできない。 

(4) 提出された書類の全ては、参加者に無断で本プロポーザル以外の目的に使用しない。 

(5) 技術提案書の著作権は原則として参加者に帰属するものとする。ただし、最優秀提案

者及び次点者の選定に必要と認める場合は、無償で使用することができるものとする。 
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(6) 提出された書類は、選定に伴う作業等の必要な範囲において、複製できるものとする。 

(7) 本審査に係る情報公開請求があった場合は、新潟市情報公開条例に基づき、提出さ

れた書類等を公開することがある。 

(8) 本手続において使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計

量法によるものとする。 

(9) 提出書類に虚偽の記載をした場合には、無効とするとともに、虚偽の記載をした者

に対して指名停止の措置を行うことがある。 

(10) 技術提案書の受理後は、原則、差し替え等の訂正・記載内容の変更は認めない。た

だし、予定技術者について、病休、死亡、退職等のやむを得ない理由により変更を行う

場合には、同等以上の資格及び実績がある者であるとの市の了解を得なければならない

ものとする。 

(11) 参加者は、最優秀提案者及び次点者選定後、本審査に係る要領等の内容又は錯誤等

を理由に異議を申し立てることはできないものとする。 

(12) 提出書類のうち、提出条件を指定している書類の不備が認められた場合は、差替え

を求める場合がある。 

(13) 問合せや連絡が必要な場合は必ず書面又は電子メールにより行うものとし、電話で

は受け付けない。 

(14) 理由を問わず、本プロポーザル終了までの間は、選定委員会委員、市職員（関係職

員）との接触を禁止とする。接触の事実が認められた場合には、失格とする場合があ

る。 

(15) 参加者は、業務上知り得た個人情報やその他の秘密を他人に漏らしてはならない。 

(16) 設計・施工業務、斎場の運営業務については、市が別途に事業者を選定することと

しているので、これらの事業者と連携のもと、本事業を実施するものとする。 

(17) 本事業の事業者及び事業者と資本面若しくは人事面において関連がある者は、設

備施工の事業者の選定に応募できない。 

(18) 市は、本事業の事業者が斎場の運営業務の事業者の入札等に参加すること、若しく

は、参加の事業者と連携することを妨げるものではない。 

 

Ⅶ 提出先及びお問い合わせ先 

   〒950-0914 新潟市中央区紫竹山３丁目３番１１号 

         新潟市保健衛生部保健衛生総務課 

         TEL : 025-212-8012  FAX : 025-246-5672 

         E-mail：hokeneisei@city.niigata.lg.jp 

  

mailto:hokeneisei@city.niigata.lg.jp
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審査項目評価基準 

 

評価項目 評価の視点 配 点 

１ 会社内容 ・施工実績 

・業務実施体制  など 
５ 

２ 火 葬 炉 に 関 す る事項 ・火葬炉設備の基本的な考え方、形式、特徴など 

基本構想における火葬炉設備の基本的な考え方との

整合、構造、設備性能、燃焼効率、制御システム、

燃焼装置（主燃バーナ、再燃バーナ）、排気系統、塩害

対策、遺体への尊厳の配慮など 

・火葬炉設置スペース など 

２０ 

３ 環 境 へ の 配 慮 に関す

る事項 
・公害防止基準を踏まえた環境対策の考え方 １０ 

４ 設計・施工等業務協

力、工事に関する事項 

・設計・施工事業者への設計支援業務の対応 

・工程、品質管理 

・火葬炉整備工事費縮減の取組、効率的な施工方法  

 な ど 

１０ 

５  安全対策、緊急停止

時の対策 

・通常時の安全対策 

・災害等非常時の緊急停止時の対策、安全対策 

・火葬炉設備の耐震対策 など 

１０ 

６ 運営に関する事項 ・火葬業務の効率的な運営を図るための設備提案 

 省力化の対策（火葬炉の運転従事者に対する労務負

担の軽減方策） 

・運営事業者に対する教育 体 制  な ど 

１０ 

７ 維 持 管 理 費 に 関する

事項 

・維持管理費（長期修繕計画）の算出の考え方、維持管

理費の試算 

・ランニングコスト縮減の取組（設備、修繕、光熱費な

ど） 

１５ 

８ 火 葬 炉 整 備 工 事 額  

 （ 見 積 額 ）  
・適正な見積額か。 ２０ 

合 計 １００ 

別記１ 
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火葬炉燃焼計算基本要件 

 

 

火葬炉熱計算については、次の数値等を用いること。 

 

 

１ 火葬時間 65 分（ 遺体等を火葬炉に入れてから冷却開始まで） 

２ 燃料 都市ガス（ 13Ａ）  

３ 周囲温度 1階炉室： 20℃、2階機械室：30℃、外気： 20℃  

４ 開始条件 全ての物質が1階炉室と同じ温度で開始する。  

５ 空気組成 酸素： 21％ 窒素：79％ 

６ 燃焼物 遺体： 75kg、柩： 15kg、副葬品： 10kg ［合計100kg］ 

７ 排ガス温度 再燃焼炉出口温度： 800℃以上 

８ 空気過剰係数 （*1） 

９ 被燃焼物の化学的組成物 （*2） 

１０ 化学的組成物の低位発熱量 （*3） 

１１ 都市ガスの組成等 

   蒲原ガスの都市ガス（ 13Ａ）組成（％）とする。 

１２ 燃焼の計算区分 

    各経過区分において、遺体・柩・副葬品は均一に燃焼するものと仮定する。 

 （ ○  燃焼状況にある区分） 

区 分 0 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

 

 

燃焼 

再燃バーナ ○ ○ ○ ○ 

主燃バーナ  ○ ○ ○ 

棺（ 15kg）  ○ ○  

遺  体（ 75㎏）   ○ ○ 

副葬品（ 10㎏）   ○  

 

 

※ 各計算式の根拠とする理論数値等は下記書籍の数値を参照すること。 

特定非営利活動法人 日本環境斎苑協会 発刊「火葬場の建設・維持管理マニュアル― 改定新版

（平成30年8月20日初版）」 

（*1） P.123 表 4-10［設定した空気過剰係数］ による。 

（*2） P.121 表4-5［被燃焼物の化学的組成［重量100分率］（％）］による。 

（*3） P.122 表 4-7［化学的組成物の低位発熱量］ による。 

 

別記２ 


